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相談現場に役立つ情報

札幌市消費者センター

消費者が販売代理店から誤解を招くセールストークを織

り交ぜた勧誘を電話で受け、契約内容を十分に理解しな

いままプロバイダー契約をしてしまった事例を紹介する。

プロバイダーとの関係につき、消費者の
誤解を招く勧誘電話をした販売代理店

「光回線の割引の件で」という勧誘電話が非

通知の電話番号でかかってきた。昨年、光回線

事業者の新しい割引プランに加入したので、そ

の関係かと勘違いして話を聞いた。事業者から

「現在の料金を割引する。ただしプロバイダー

を変えなければならない」と説明を受け、料金

が下がるならと思って承諾した。

後日、遠隔操作でプロバイダーの変更手続き＊１

を行った。さらに、電話勧誘してきた事業者か

ら「先日の変更手続きの件で、クレジットカー

ド番号を教えてほしい」という電話がかかって

きた。現在契約している光回線の利用料金はク

レジットカードで支払っているため、光回線事

業者に今さらカード番号を知らせる必要はない

はずだと疑問に思い、教えなかった。事業者名

を聞き取れなかったため、遠隔操作業者に電話

をして尋ねたところ、「カード番号を確認したの

は販売代理店ではないか」と言われ、販売代理

店の電話番号を教えられた。その番号に電話を

すると、販売代理店名ではなくプロバイダー名

を名乗って電話に出たが、同じプロバイダー名

の別の電話番号に問い合わせるよう言われた。

同じプロバイダー名で複数の電話番号を教えら

れ、不審に思った。解約したいが、どこに連絡

すればいいのか。

（50歳代　男性　給与生活者）

相談を受けた札幌市消費生活センター（以下、

当センター）は、相談者から詳細な聞き取りを

行った。相談者は当初、契約している光回線事

業者からの勧誘であると思い込んで勧誘を受け

ており、勧誘を行った事業者やプロバイダーの

関係、連絡先などが判然としない状況だった。

そこで当センターは、相談者が把握していた

電話番号のうち、プロバイダーのものとして教

わった電話番号に連絡したところ、プロバイ

ダー運営事業者（以下、プロバイダー事業者）

につながった。プロバイダー事業者に相談者の
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苦情内容を伝えたところ、当初、プロバイダー

事業者は「勧誘行為は当社が行ったわけではな

く、無関係である。当社に電話をかけてくるの

は筋違いではないか」との主張であった。

これに対して当センターは、①販売代理店が

プロバイダー名だけを名乗っていること、②販

売代理店があたかも光回線事業者の光回線契約

に関連する契約であるような誤解を招くセール

ストークを行っていること、③当該プロバイ

ダー契約を成立させるための勧誘行為であるこ

とから、プロバイダー事業者と販売代理店は無

関係ではなく、販売代理店の勧誘行為を指導で

きる立場にあるのはプロバイダー事業者である

ことの３点を指摘し、相談者は解約を望んでい

ると伝えた。するとプロバイダー事業者は「そ

れならもう全面解約でいい」と言って解約に応

じた。同時に違約金やその他料金の支払義務は

一切ないこと、解約に付随する書面等の送付も

必要ないこと、後日プロバイダー事業者から送

付されてくる予定の申込書面も破棄していいこ

となどを確認し、電話を終えた。

以上を相談者に伝え、今後プロバイダー事業

者から料金の請求などがあった場合は再度当セ

ンターに連絡をするよう伝えて、相談を終了と

した。

● 電話勧誘販売について

インターネット接続回線（プロバイダー契約

を含む）、モバイルデータ通信、スマートフォン

や携帯電話など、電気通信事業に関する契約は、

昨今、多くの消費者にとって身近なものとなっ

ているが、消費者にとって、そのしくみは分か

りにくいものである。しかし、原則として、契

約は口頭の合意のみで有効に成立するため、電

話のやりとりのみでも成立してしまう。

特にインターネット接続回線に関する相談は、

電話勧誘販売によるものの比率が高い＊２が、電

話勧誘販売によるプロバイダー契約は、以下のよ

うな点からトラブルになりやすいと考えられる。

⑴消費者は電話で不意をついて勧誘されるため、

契約内容を十分に理解できずに契約してしま

う。また、高齢者には判断が困難である。

⑵勧誘時、事業者が事業者名を名乗らない、あ

るいは消費者が電話口で聞き取れない、また

はやりとりの内容を記した書面が手元に残ら

ないため、契約関係が正確に理解できないま

ま契約に至ってしまう。

⑶本件のように、実際にはプロバイダー契約に

関する勧誘であるにもかかわらず、光回線契

約に関する勧誘であるかのような誤解を招く

セールストークや、アンケートなどと称して

販売目的を隠匿した勧誘、高齢者に不必要な

高度な通信サービスの勧誘など、問題のある

勧誘が行われやすい。

● 特定商取引法の適用除外

電気通信に関する役務の提供については、特

定商取引法の適用が除外されるため、法律に基

づくクーリング・オフ制度が存在せず、再勧誘

の禁止や不実告知の禁止など、特定商取引法の

定める勧誘ルールも適用されないことになって

いる。このため、事業者が申し込みの取消しや

解約に容易に応じないケースや、前述⑶のよう

な無理な勧誘により契約してしまい、後にトラ

ブルとなるケースが多くみられる。

なお、2013年７月現在、電気通信４団体で構

成される電気通信サービス向上推進協議会が、

勧誘時における禁止規定や解約に関する定めを

盛り込んだ「電気通信事業者の営業活動に関す

る自主基準」＊３を策定・公表しており、その徹

底が期待されるところである。

＊１　�“遠隔操作”によるプロバイダー勧誘トラブルについて、国民生
活センターが注意喚起を行っている。
http://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20130613_1.html

＊２　�消費者委員会「電気通信事業者の販売勧誘方法の改善に関する
提言（平成24年12月11日）」別紙参照

＊３　�http://www.tspc.jp/files/Criteria_for_advertise_ver9(1).pdf

http://www.tspc.jp/files/Criteria_for_advertise_ver9(1).pdf
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本誌に以下の誤りがありました。訂正とともにお詫び申し上げます。 

18 ページ 

誤： 札幌市消費生活センター 

正： 札幌市消費者センター 
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